
自殺対策の基礎知識
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自殺対策をめぐる主な動き
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逗子市民の自殺者数の推移

資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2025）」（自殺日・住居地）
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自殺で亡くなった小学･中学･高校生の人数とその合計

警察庁 平成16～22年「各年中における自殺の概要資料」、
内閣府 平成23～27年 及び厚生労働省 平成28～令和5年「各年中における自殺の状況」より、神奈川県精神保健福祉センター作成

100人増

高止まり

（全国）

（人
）



資料：令和５年神奈川県衛生統計年報

神奈川県における年齢別死因順位(令和５年）

第１位 第２位 第３位

令和５年
全体の死因順位

悪性新生物
＜腫瘍＞

心疾患

(高血圧性を除く)
老衰

10-14歳 自殺
悪性新生物
＜腫瘍＞

不慮の事故

15-19歳 自殺 不慮の事故
心疾患

(高血圧性を除く)

20-24歳 自殺 不慮の事故
悪性新生物
＜腫瘍＞

25-29歳 自殺
心疾患

(高血圧性を除く)

悪性新生物
＜腫瘍＞

30-34歳 自殺
悪性新生物
＜腫瘍＞

心疾患

(高血圧性を除く)

35-39歳 自殺
悪性新生物
＜腫瘍＞

心疾患

(高血圧性を除く)

40-44歳
悪性新生物
＜腫瘍＞

自殺
心疾患

(高血圧性を除く)

45-49歳
悪性新生物
＜腫瘍＞

心疾患

(高血圧性を除く)
自殺

年齢階級
死因







逗子市の自殺対策の
取り組みについて



誰も自殺に追い込まれることのない逗子市

逗子市の自殺対策の基本理念



逗子市の取組みの４本の柱

１ 生きることを支える人材の育成

２ 市民への啓発・周知

３ 地域・庁内組織間における連携の強化

４ 生きることの促進要因への支援

誰も自殺に追い込まれない地域づくり

逗子市の取り組み①
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逗子市の取り組み②
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・担当者会議において、学校教育課・子育て支援課と連携

（学校教育課 →生徒指導・いじめ関連の対応の共有）
（子育て支援課→要保護児童対策地域協議会｛要対協｝等の対応の共有）

・懇話会において、教育研究所・民生委員・保健福祉事務所・
警察・精神科・司法書士事務所と連携

（地域の各現場における対応等の共有）

現場での対応等について、担当者会議・懇話会で共有し、
庁内・地域で連携して、幅広い対策を講じていきます。

逗子市における子どもの自殺対策



自殺は、その多くが

「追い込まれた末の死」である。





自殺の危機経路

JSCP研修資料（ライフリンク「自殺実態1000人調査」）より抜粋



JSCP研修資料（ライフリンク「自殺実態1000人調査」）より抜粋

「自殺の危機経路」に対する対策



n=498人





失業

↓

生活苦

↓ どこをブロックしても

多重債務 自殺防止が可能

↓

うつ病

↓

自殺

資料：神奈川県ゲートキーパー養成研修より



① こころの相談対応（電話・来庁） ⇒ 関係課と情報共有・連携

② 子育て支援センターで出前講座※ ⇒ 子育て支援課と連携

③「ゲートキーパースキルアップ講座」⇒ 教育研究センターと共催

※今年度は対象を拡大。教職員の他、包括支援センター、民生委員等にも参加を促します。

④ いきるを支える実行委員会 ⇒ 管内保健所・市町・社会福祉協議会と連携

⑤「心のサポーター養成講座」 ⇒ 神奈川県と共催

※「出前講座」については

「ゲートキーパー研修」「睡眠」「ストレス」などをテーマに

国保健康課の保健師が出張して講義することができます。

他部署や地域間で連携して実施している事業について


